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町
県
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽

自
動
車
税
、
国
民
健
康
保
険
税
な

ど
の
税
金
及
び
介
護
保
険
料
・
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
そ
れ

ぞ
れ
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
納

期
限
が
あ
り
ま
す
。（
納
付
書
に
記

載
さ
れ
て
い
ま
す
が
、４
月
に
配

布
さ
れ
た
町
報「
つ
づ
り
こ
み
表

紙
」に
も
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。）

◎
納
付
書
で
納
付
さ
れ
る
か
た

は
、
納
期
限
ま
で
納
め
ら
れ
な

か
っ
た
場
合
、
そ
の
後
督
促
状
が

発
送
さ
れ
ま
す
。
督
促
状
で
納
付

が
で
き
ま
す
。

◎
口
座
振
替
で
納
付
さ
れ
る
か
た

は
、
口
座
振
替
で
き
な
か
っ
た
場

合
、
ま
ず
口
座
振
替
不
能
通
知
書

（
納
付
書
）
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

そ
れ
で
も
納
付
い
た
だ
け
な
か
っ

た
場
合
は
、
督
促
状
が
発
送
さ
れ

ま
す
。

●
ご
注
意　

納
付
書
・
口
座
振
替

と
も
に
、
督
促
状
発
送
後
も
納
付

が
な
い
状
態
が
続
き
ま
す
と
、
一

般
的
に
は
催
告
（
臨
戸
、
電
話
、

文
書
な
ど
）
に
進
み
ま
す
。
そ
れ

で
も
な
お
納
付
い
た
だ
け
な
い
場

合
に
は
、
必
要
に
応
じ
お
勤
め
先

へ
の
給
料
の
照
会
や
お
取
引
先
へ

の
売
掛
金
・
賃
貸
借
料
の
照
会
、

財
産
（
預
金
・
保
険
・
動
産
・
不

動
産
な
ど
）
調
査
な
ど
を
実
施
、

そ
の
後
差
押
え
に
進
み
ま
す
。

　

差
押
え
財
産
は
当
方
で
決
定

し
、事
前
の
連
絡
は
あ
り
ま
せ
ん
。

差
押
え
た
給
与
・
預
金
・
保
険
等

は
（
保
険
等
は
解
約
の
う
え
）
未

納
の
税
金
に
充
当
さ
れ
ま
す
。
動

産
・
不
動
産
は
公
売
（
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
公
売
な
ど
）
に
よ
り
換
価

の
う
え
、
同
じ
く
未
納
の
税
金
に

充
当
さ
れ
ま
す
。

※
納
期
限
を
一
定
期
間
以
上
経
過

　

す
る
と
延
滞
金
が
発
生
し
、
さ

　

ら
に
納
付
額
が
増
加
し
ま
す
。

※
年
末
が
近
く
な
り
ま
し
た
。
お

　

手
持
ち
の
納
付
書
を
ご
確
認
の

　

う
え
、
現
在
納
期
限
が
過
ぎ
て

　

い
る
も
の
が
あ
り
ま
し
た
ら
、

　

お
早
め
に
納
め
て
い
た
だ
き
ま

　

す
よ
う
ご
案
内
い
た
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ

　

税
務
出
納
課
収
納
係

（
☎
85

－

６
１
０
６
）

町
税
な
ど
の
納
付
に
つ
い
て

　
－　

納
め
忘
れ
は
あ
り
ま
せ
ん
か
？　

－

　　まだ特別徴収されていない事業主のかたへ

個人住民税は特別徴収で納めましょう！

　個人住民税の特別徴収は、所得税の源泉徴収と同様に、給与支払者（事業主）が、給与所得者（従業員）に
毎月支払う給与から個人住民税を引き落とし、納税義務者である従業員に代わって、各従業員のお住まいの市
町村に納入する制度です。

　地方税法第３２１条の４の規定により、原則として、事業主は法人・個人を問わず、
従業員の個人住民税を特別徴収することになっています。

①事業主の皆さんから、各従業員のお住まいの市町村へ給与支払報告書を提出していただきます。
②～③この報告書に基づき、市町村では、従業員ごとの個人住民税の税額を計算し、特別徴収していただく税額
　を事業主の皆さんにお知らせします。
④～⑤毎月の給与の支払いの際、この税額を引き落としていただき、翌月 10 日（※）までに金融機関を通じて
　市町村に納入していただくことになります。
※従業員が常時 10 人未満の場合、申請により年２回の納期にすることもできます。
○今年９月６日よりインターネットを通じて、パソコンから法人町民税・償却資産の申告と給与支払報告ができ
　るようになりました。ぜひご活用ください。
■問い合わせ　税務出納課町民税係（☎ 85 － 6132）

市町村 給与支払者
（事業主）

給与所得者
（従業員）

①給与支払報告書の提出
（１月 31 日まで）

②税額の計算

③特別徴収税額の通知
（５月 31 日まで）

④毎月の給与から税額
を引き落とし（６月か
ら翌年５月まで）

③特別徴収税額の通知

⑤個人住民税の納入
（翌月 10 日まで）

④給与の支払い

[ ]
　●イメージ

●イメージの解説

税務出納課からのお知らせ


